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Ⅰ．はじめに 

地域包括ケアシステムは、地域の具体的な課題を抽出し対策を講じていく中で、構築されてい

くものであり、地域をあげて問題解決を図っていくという点で「まちづくり」であり、地域ケア

会議は「まちづくり」のエンジンである 1)。地域ケア会議には、2 つの機能があるとされ、1 つは

インフォーマルサービスや地域見守りネットワーク等、地域に必要と考えられる資源を開発する、

地域づくり・資源開発機能であり、もう 1 つは地域に必要な取り組みを明らかにして、施策や政

策を立案・提言する、政策形成機能である。さらに、個別ケースの検討を積み重ねる中で、地域

に不足している資源やサービス、連携が不十分な職種や機関、深刻化が予測される地域の課題等

を明らかにしていく。地域ケア会議は、これらを関係者で共有し、地域包括ケアシステムを構築

していくための一つの手法である 2)。一方で、複合化した課題を抱える個人や世帯に対する支援

や「制度の狭間」の問題など、既存の制度による解決が困難な課題の解決を図るため、地域住民

による支え合いと公的支援が連動した包括的な支援体制の構築を目指し、関連する法律も改正さ

れ、地域包括ケアシステムは、「地域共生社会」の実現に向けた重要な体制と位置づけられている。

しかしながら、地域共生社会の実現に向けて、地域包括ケアシステムをつくりあげていくプロセ

スや専門職に必要とされる能力については不明であり、これらを明らかにする必要がある。 

Ⅱ．目的 

本研究では、地域包括支援センターが開催する地域ケア会議に焦点をあて、関わる各専門職種

における地域包括ケアシステムをつくりあげていく際に必要とされる能力について明らかにし、

大学における IPE（Interprofessional Education：多職種連携教育）ならびに現職専門職の資質

向上のための研修プログラムに示唆を得ることを目的とする。 

Ⅲ．研究方法 

調査対象は、全国 5,444 か所の地域包括支援センターの職員とし、地域包括支援センター宛て

に文書で依頼し、QRコードから回答する web調査を実施した。調査期間は、2021 年 1月～2月で

あった。調査項目は、地域ケア会議の全国調査 3)や原田ら 4)、古川ら 5)を参考に地域ケア会議の開

催状況、構成員、多職種連携能力やファシリテーション能力、地域包括ケアシステムをつくりあ

げていくために必要とされる能力(システム創造能力)についてであった。 

Ⅳ．結果 

2 月末の時点で回答数は 483 件であり、全国 47 都道府県のうち、山梨県以外の 46 都道府県か
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ら回答が得られた。回答率は全国で 8.3%であり、青森県が 31 件(42.5%)と 46 都道府県の中では

最多であった。回答者の年代は、40 代が 41.0%と多く、次いで 50 代が 28.6%、30 代が 21.7%と

続いた。専門職としての経験年数は平均 12.7 年、地域包括支援センターでの勤務年数は 5.7 年で

あった。42%が地域ケア個別会議を定期的に開催していた。地域ケア個別会議の構成員として頻

度が高い職種は、地域包括支援センター職員以外に介護支援専門員、自治体職員、民生委員であ

った。構成員でも会議に参加しないのは歯科医師、医師が多かった。町会長などの住民組織の代

表が構成員となっている割合は 50%であり、住民や家族が構成員となると回答したのは 67%あっ

た。 

地域ケア個別会議で地域に共通した課題が明確化されていると思うは 73.8%、地域ケア個別会

議から地域課題の解決に必要な資源開発につながっていると思うは 48.6%、地域ケア個別会議は

地域づくりにつながっていると思うは 70.4%、地域ケア個別会議の議論は介護保険事業計画への

反映など政策形成につながっていると思うは 42.7%であった。地域ケア推進会議の定期開催は

51%であり、地域ケア推進会議で KDB(国保データベース)のデータの活用や「見える化」システ

ムを活用しているところは少なかった。 

多職種連携能力得点とファシリテーション能力とは相関が認められ(r=0.67)、ケアシステム創造

能力と多職種連携(r=0.21)、ファシリテーション(r=0.33)とは弱い相関が認められた。細項目にお

ける相関では、「問題解決のためグループの中でまとめ役になる」とファシリテーションの各項目

において r=0.5 以上の相関が認められ、ファシリテーション能力の「意見を引き出す」は、「問題

解決のために編成されたグループの一員として責任を果たすこと」、「相手の専門性を理解して、

強みを引き出すこと」、「問題解決のためのグループの中でまとめ役になること」、「問題解決のた

めのグループを形成すること」、と r=0.5 以上の相関が認められた。 

Ⅴ．考察 

本研究結果から、地域ケア会議から地域課題解決に必要な資源開発や政策形成につなげるため

に専門職種の強化すべき能力として、グループの中でまとめ役になることや意見を引き出すこと

が重要と思われ、大学における IPE ならびに現職専門職の資質向上のための研修に、上記の能力

強化につながるプログラムを組み込む必要性が示唆された。 
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